
筑波大学・人文社会系・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２１０２

基盤研究(B)（一般）

2021～2018

太平洋島嶼国における持続可能な開発目標（SDGs）の創造的適用に関する学際的研究

Interdisciplinary Study on the Sustainable Development Goals (SDGs) in Pacific 
Island Countries

６０２８３４６２研究者番号：

関根　久雄（Sekine, Hisao）

研究期間：

１８Ｈ０３４３６

年 月 日現在  ５   ６ １３

円    13,300,000

研究成果の概要（和文）：　太平洋島嶼諸国はいずれも経済成長を念頭に置いた普遍的な開発観に基づくSDGsを
達成させることを指針として示しているが、同地域の地域的特徴であるサブシステンス経済や豊かな自然環境と
の相互性、家族・親族との緊密な紐帯などの社会文化的要素を具体的な施策の中に取り入れるところまでは至っ
ていないことが明らかになった。
　さらに、近年の中国による海洋進出の影響は太平洋島嶼地域においても無縁ではなく、それは島嶼国の開発援
助獲得戦略とも密接に関わる事柄である。国内外の政策関係者へのインタビューや外交文書、先行研究の精査な
どを通じて、太平洋島嶼地域の国々の対中国戦略を持続可能な開発との関係において明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　While Pacific Island countries have all expressed their commitment to 
achieving the SDGs based on a universal view of development with economic growth in mind, they have 
yet to incorporate the socio-cultural factors that characterize the region, such as subsistence 
economies, interconnectedness with rich natural environments, and close ties to family and kin, into
 their specific policies. The study also found that China's recent maritime expansion in the region 
has not yet been fully incorporated into its policies.
　Moreover, the implications of China's recent maritime expansion are not unrelated to the Pacific 
island region, and this is an issue that is closely related to island countries' strategies for 
obtaining development assistance. Through interviews with domestic and foreign policymakers, 
examination of diplomatic documents, and previous studies, we have clarified Pacific island 
countries' strategies toward China in the context of sustainable development.

研究分野：文化人類学、開発人類学、太平洋島嶼地域研究
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　2015年以降人類共通の社会的テーマとなったSDGsは「誰一人取り残さない」をスローガンにしている。それは
国や地域ごとに多様性を認め、尊重した上での開発・発展を指向することを意味している。太平洋島嶼地域の特
徴は狭小性、隔絶性、遠隔性、海洋性であり、近代政治的・経済的文脈において周辺的様相を導いているが、む
しろそのような状況を「地域性」として捉え直した上での開発のあり方を、サブシステンス経済、伝統的政治制
度などの慣習にも配慮した開発施策の重要性を指摘することができた。さらに、そのような開発の実現を担保す
る要素の一つに、米中対立を中心とする国際情勢との向き合い方が関係していることも明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 1975年にダグ・ハマーシェルド財団が提示したことに始まる「もう一つの発展論」は、物質
的・精神的な基本的必要 (BHN)の充足、各経済社会単位の歴史的・構造的状況に応じた発展パ
ターンの複数性とその内発性、各社会がもつ自然的・文化的環境を活用した地域経済の自立性、
エコロジー的健全性を柱にして、開発の担い手としての民衆の「よい生活(well-being)」の実現
を目標とするものである。経済成長を必須とする近代合理主義的な開発論とは必ずしも一致し
ないという意味での「もう一つの」発展論は、BHN、内発性、住民参加、人間開発、持続可能
な開発といったキーワードと共に、1980年代以降徐々に途上国開発の文脈においてその存在感
を高めていった。 
 2000年代にはミレニアム開発目標（以下MDGs）が開発の普遍的枠組みとなった。それは途
上国の貧困問題の解決に関わる 8つの目標と 21のターゲットを具体的に提示したことで、開発
の対象を明確に設定することができ、結果として一部の途上国で貧困削減が実現した点で成果
はあったが、開発は援助国主導で行われ、地域文化や歴史的背景などの個別事情や、人権や公平
性、あるいは気候変動問題などは十分に考慮されていなかった。すなわち「実施の手段」に関す
る議論が不十分であったのである。その意味において、MDGsは「もう一つの開発」の議論に必
ずしも沿わない側面が存在したということができる。 

MDGs が 2015 年にその実施期間を終了すると、その成果と反省を踏まえて国連で採択され
たのが SDGs（持続可能な開発目標）である。SDGsは「誰一人取り残さない」世界の実現を基
本理念とし、具体的に 17の目標とそれらの中に 169のターゲットを設定している。例えば、目
標 13「気候変動への対応」には 5つのターゲットがあり、その一つには「すべての国々におい
て、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）および適応性の能力を強化する」
という内容を通じてより具体的に示されている。これらは主に経済、環境、社会に関わる諸課題
であり、SDGsではそれらを単独ではなく包括的に扱い、課題相互間の結びつきを重視している
点に特徴がある。さらに、国別や地域別の目標をきめ細かく立てて実施することや、多様な文化
間の相互理解の促進を謳うなど、個別性を強調する姿勢がみられ、そのことが本研究課題の構想
につながっていた。 
 
２．研究の目的 
太平洋島嶼地域における経済的特徴を示す要素にレントがある。それは、海外からの送金や、
外国や国際機関などからの開発援助および財政支援、天然資源収入など、自国の生産力の拡大と
直接関係のない稼得性の低い収入のことである。いずれの太平洋島嶼国もそのような収入に大
幅に依存している。そのことに加えて、サブシステンス経済の存在が結果的に人々の暮らしの
「豊かさ」を支えているという側面もある。サブシステンスは、一般的には「生命の維持や生存
のための活動」のことであり、自給自足的生業経済と表現される場合もある。しかし実態的には
自足させているだけでなく、現金を必要とする物品購入や学校教育などのために生産物や漁獲
物の一部を市場などで販売したり、都市などで賃金労働に従事したりするなど、現金収入に関わ
る活動も行っている。またここでいう「豊かさ」は、経済的側面だけでなく、相互扶助を基盤と
する伝統的社会システムにも支えられている。人々は基本的に地縁・血縁関係を基盤にした生活
を営み、食料などに不足が生じれば日常的関係性の中から他者に依存して必要物を調達する。い
わば「無くても何とかなる」社会であるともいえる。国家としての経済成長や人々の日々の暮ら
しにおける現金収入を求める姿勢は強くあるものの、同時に自然環境との共生、サブシステンス
を指向するという地域的個性が、太平洋島嶼地域における持続可能な開発を考える際に必要な
要素として浮かび上がってくる。 
 SDGsが国や地域による経済、環境、社会のあり方の違いや文化の多様性を尊重することを基
本姿勢とするならば、このような一種の「豊かさ」を特徴とする太平洋島嶼地域においてどのよ
うに SDGs に関わる諸課題を再解釈し、それをどのように開発の実践過程に反映させることが
できるのか。これらが本研究課題の核心的な「問い」である。 
 本研究は、上記の問題意識に基づき、現在の途上国開発における共通の理念及び支配的言説と
して扱われている SDGs を取り上げ、太平洋島嶼諸国という特定の社会的・経済的・文化的個
性を備えた地域における開発実践との関わりにおける SDGs 概念の有効性を我が国の ODA 案
件を手がかりに検証し、太平洋島嶼版 SDGsを具体的に提示することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
研究組織：関根久雄が研究組織を代表し、総括する。研究分担者は 6名で、いずれも太平洋島
嶼研究において豊富な業績を持つだけでなく、我が国の ODA 政策等の立案過程への参画や太平
洋島嶼国における支援活動に携わった経験を豊富にもつ研究者であり、政治学、経済学、法学、
環境学といった学際性のある研究組織とした。 
対象地域：調査地域は、太平洋島嶼地域のサブ地域として政治、経済、環境的文脈において便
宜的に用いられることの多いミクロネシア、メラネシア、ポリネシアの 3区分を援用し、それぞ
れから 2カ国を具体的な対象国として検討した。具体的には、ミクロネシアからはミクロネシア
連邦とパラオ共和国、メラネシアからはソロモン諸島とフィジー、ポリネシアからはツバルとト



ンガの 6カ国である。いずれもマクロレベルでは外国及び国際機関からの援助、外国企業の直接
投資に大幅に依存した経済構造をもつ。また、国家レベルではいずれも近代的統治システムを備
え、村落など人々の日常の生活圏においては個々の文化的背景に基づく伝統的システムが息づ
いている点において共通するが、自然的・歴史的諸条件の違いから、現代における政治、経済、
環境の各面において異なる特徴をもつ。 
研究内容：①MDGs から SDGs への変遷を成果と課題の観点から整理するための文献研究を実
施。②太平洋島嶼地域に対する我が国 ODA 案件を、SDGs の観点から国内外において調査。③各
メンバーの専門性に立脚した現地調査。④研究の進捗状況を相互検証するための研究会を開催。
⑤研究成果の公開。 
なお、本研究プロジェクトの実施にあたり、下記の方々を研究協力者として迎えた。 
・小川和美氏（太平洋諸島研究所・所長）：太平洋諸島学 
・黒崎岳大氏（東海大学観光学部准教授）：太平洋諸島学、政治人類学 
 
４．研究成果 
 2018 年と 2019 年、および 2022 年（繰り越し期間）にフィジー、ソロモン諸島、トンガ、パ
ラオ、マーシャル諸島、ミクロネシア連邦を対象に資料収集やインタビュー調査を国内及び現地
で行った（2020 年度と 2021 年度はコロナ禍により現地調査を行うことができなかった）。その
概略は以下の通りである。 
ソロモン諸島において同国の観光開発に関連した聞き取り調査を中央銀行や JICA ソロモン支
所、政府観光局等で行うと共に、観光関連施設の視察を行った。太平洋島嶼国の開発と SDGs に
ついて政府文書などにより調査を行った。サモアでは、感染症による社会経済への影響について
現地政府機関等の関係者から聞き取りを行うと共に、2009 年に発生した津波被害からの復興状
況（高台移転など）についても現地踏査を行った。災害対応計画における災害廃棄物対策の取り
扱いに関して、国家防災庁などで聞き取りを行った。トンガでは、トンガ火山・津波災害の復興
に関して、火山灰等災害廃棄物の取り扱いに関するデータ収集と、最終処分場への搬入状況につ
いての実態把握を行った。フィジーでは初等教育機関において教育の現状、民族間関係、教育に
おける Inclusiveness に関する聞き取り調査を行い、バヌアツにおいては我が国の人材育成プ
ログラムの評価研究のため、関係省庁、同プログラム修了生へのオンラインアンケート調査を行
った。パラオでは、新型コロナへの取り組みとレジリエンス等について、保健省、国際協力機構
（JICA）、世界保健機関（WHO）等で調査を行った。マーシャル諸島では、開発計画と日本からの
政府開発援助の現状について JICA マーシャル支所をはじめ現地関係諸機関において聞き取り及
び開発協力の実地視察を行った。また、便宜置籍船の現状と課題に関する調査を実施し、便宜置
籍船収入の島嶼国経済への影響について、マーシャル諸島海洋資源局、野原稔和氏（海外漁業協
力財団）、マーシャル諸島政府観光局、経済政策・計画統計事務所、在マーシャル日本大使館、
ナウル協定事務局、JICA マーシャル支所、マーシャル諸島信託会社（TCMI）＝便宜置籍船を取
り扱う会社において聞き取りを行った。また、ソロモン諸島とフィジーを対象に、現地の法と
SDGs 政策との関連性に関する調査を、現地関係政府機関および在外公館、JICA 支所等で行った。
さらに外交政策的な観点から、SDGs 政策に関連する「米国と自由連合関係にあるミクロネシア
３ヵ国の財政状況と対米第３次経済協力協定交渉の推移状況」に関する現地調査をパラオの政
府関係機関や在外公館、JICA 支所等で実施した。 
持続可能な開発に関して太平洋島嶼諸国のいずれもが SDGs を国家開発計画の中核に位置づけ、
双方をマッチングさせる作業を進めている段階であった。一般的な傾向として、経済成長を念頭
に置いた普遍的な開発観に基づく SDGs を達成させることを指針として示されているが、太平洋
島嶼地域の地域的特徴であるサブシステンス経済や豊かな自然環境との相互性、家族・親族との
緊密な紐帯などの社会文化的要素を具体的な施策の中に取り入れるところまでは至っていない
ことが明らかになった。 
持続可能な開発という視点から、太平洋島嶼の地域的特性を踏まえた SDGs の模索、産業振興
の状況、現地の民主主義制度の構造とその実際の運用、太平洋島嶼諸国間の国際関係の動き（PIF
地域協力機構の動揺、中国の進出など）について研究を進めた。 
 島嶼国の憲法に定められた民主主義制度と実際の運用について、SDGs の目標 10 に掲げられて
いる「人や国の不平等をなくそう」、目標 16「平和と公正をすべての人に」をそれぞれ、「法の下
の平等」、「法の支配」の実現と捉え、この 2つが民主主義の実現に不可欠な原理であるという視
点から、島嶼国の政策のあり方を考察してきた。また、パラオ共和国はこの十数年観光業の発展
により大きな経済成長を遂げ、国民所得はもちろん政府財政にも安定をもたらせてきた。ところ
が 2020 年にはコロナ禍の影響を受け、観光客が止まると、急激な経済低迷に陥った。その状況
をふまえ、パラオ国内における産業開発の経緯について調査し、行政資料、統計資料の収集とと
もに現地調査を実施して課題にアプローチした。さらに、日本の島嶼地域（奄美大島）での経済
開発の成功・失敗の経緯を見て島嶼国との比較も試みた。 
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